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平成１４年 ３ 月期  個別中間財務諸表の概要  平成１３年１１月 ６日 
 
上場会社名 アイフル株式会社                上場取引所：東・大 
コード番号 ８５１５                    本社所在都道府県  京 都 府 
問 合 せ 先 責任者役職名  広 報 部 長 
      氏    名  香 山 健 一       ＴＥＬ（０３）３２７４－３５６０ 
決算取締役会開催日 平成１３年１１月 ６日               中間配当制度の有無    有 

中間配当支払開始日 平成１３年１２月１０日 
 
 
１．１３年９月中間期の業績（平成１３年 ４ 月 １ 日～平成１３年 ９ 月３０日） 
(1)経営成績  （注）本個別中間財務諸表の概要および添付資料中の金額は､表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
１３年９月中間期 
１２年９月中間期 

151,230 
131,907 

14.6  
14.0  

55,680 
53,094 

4.9  
28.2  

51,542 
52,189 

△1.2  
29.7  

１３年３月期 270,827 13.5  103,319 18.2  103,372 21.6  

 
１ 株 当 た り 中 間  中間(当期)純利益 
( 当 期 ) 純 利 益 

 百万円 ％ 円   銭 
１３年９月中間期 27,259 8.9  314  79  
１２年９月中間期 25,039 22.2  295  85  
１３年３月期 48,512 10.0  572   38  
(注)①期中平均株式数  13年9月中間期 86,594,530株   12年9月中間期 84,635,500株   13年3月期 84,755,420株 

  ②会計処理の方法の変更      無 

  ③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年期増減率 

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 円  銭  円  銭  
１３年９月中間期 
１２年９月中間期 

25  00   
20  00   

－  －   
－  －   

１３年３月期 －  －   50  00   
(3)財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
１３年９月中間期 
１２年９月中間期 

1,742,525 
1,302,221 

413,833 
281,077 

23.7 
21.6 

4,431 
3,311 

91 
63 

１３年３月期 1,586,409 302,601 19.1 3,565 21 
(注)期末発行済株式数  13年9月中間期 93,375,920株   12年9月中間期 84,876,000株   13年3月期 84,876,000株 

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年 ４ 月 １ 日～平成１４年 ３ 月３１日） 
１株当たり年間配当金  営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

中間 期末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

通  期 308,082  116,000  61,052    25 00  
 

25 00  50 00  

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）    678円 53銭 
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（添付資料） 

１．中 間 財 務 諸 表 等 

（１）中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前会計期間末 

（平成13年 9月30日現在） （平成12年 9月30日現在） （平成13年 3月31日現在） 

期 別  

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

     ％     ％     ％ 
（ 資 産 の 部 ）                   

流 動 資 産  [ 1,312,824 ] [ 75.3 ] [ 1,153,549 ] [ 88.6 ] [ 1,239,217 ] [ 78.1 ] 
 現 金 及 び 預 金   89,353      90,689      95,768     
 営 業 貸 付 金   1,245,308      1,075,892      1,159,734     
 販 売 用 不 動 産   624      936      818     
 仕 掛 不 動 産   －      1,243      1,622     
 貯 蔵 品   10      11      13     
 繰 延 税 金 資 産   5,651      8,775      9,240     
 短 期 貸 付 金   241      238      236     
 関係会社短期貸付金   200      200      200     
 自 己 株 式   －      1      0     
 そ の 他   20,375      14,965      16,698     
 貸 倒 引 当 金   △ 48,941      △ 39,404      △ 45,115     
固 定 資 産  [ 428,475 ] [ 24.6 ] [ 147,930 ] [ 11.4 ] [ 345,880 ] [ 21.8 ] 
 有 形 固 定 資 産  ( 66,805 ) ( 3.8 ) ( 67,143 ) ( 5.2 ) ( 67,389 ) ( 4.2 ) 
 土 地   41,212      42,974      41,212     
 そ の 他   25,593      24,168      26,177     
 無 形 固 定 資 産  ( 3,928 ) ( 0.2 ) ( 3,462 ) ( 0.3 ) ( 2,966 ) ( 0.2 ) 
 投資その他の資産  ( 357,740 ) ( 20.6 ) ( 77,325 ) ( 5.9 ) ( 275,524 ) ( 17.4 ) 
 関 係 会 社 株 式   109,845      4,721      109,745     
 関係会社長期貸付金   194,651      32,165      117,550     
 破産・更生債権等   14,808      14,458      11,844     
 繰 延 税 金 資 産   4,218      762      1,644     
 繰延ヘッジ損失   21,052      －      20,090     
 そ の 他   29,651      45,044      30,476     
 貸 倒 引 当 金   △ 16,486      △ 19,827      △ 15,828     
繰 延 資 産  [ 1,225 ] [ 0.1 ] [ 741 ] [ 0.0 ] [ 1,311 ] [ 0.1 ] 
 社 債 発 行 費   1,225      741      1,311     
資  産  合  計  1,742,525   100.0   1,302,221   100.0   1,586,409   100.0  
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（単位：百万円） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前会計期間末 

（平成13年 9月30日現在） （平成12年 9月30日現在） （平成13年 3月31日現在） 

期 別  

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

     ％     ％     ％ 
（ 負 債 の 部 ）                   

流 動 負 債  [ 455,752 ] [ 26.2 ] [ 381,403 ] [ 29.3 ] [ 421,894 ] [ 26.6 ] 
 支 払 手 形   4,298      3,473      3,773     
 買 掛 金   26      26      31     
 短 期 借 入 金   14,500      19,500      17,500     
 一年以内償還予定社債   40,000      36,000      36,000     
 一年以内返済予定長期借入金   347,483      275,508      312,256     
 コマーシャルペーパー   15,000      15,000      15,000     
 未 払 法 人 税 等   22,754      22,581      25,530     
 賞 与 引 当 金   2,483      2,307      2,192     
 そ の 他   9,207      7,006      9,610     
固 定 負 債  [ 872,939 ] [ 50.1 ] [ 639,740 ] [ 49.1 ] [ 861,914 ] [ 54.3 ] 
 社 債   401,500      198,500      341,500     
 長 期 借 入 金   447,849      430,799      496,917     
 退職給付引当金   1,966      545      2,115     
 役員退職慰労金引当金   1,000      911      945     
 金 利 ス ワ ッ プ   20,303      －      20,090     
 そ の 他   319      8,984      345     
負  債  合  計  1,328,692   76.3   1,021,144   78.4   1,283,808   80.9  
（ 資 本 の 部 ）                   

資 本 金  [ 83,317 ] [ 4.8 ] [ 39,788 ] [ 3.1 ] [ 39,788 ] [ 2.5 ] 
資 本 準 備 金  [ 89,830 ] [ 5.1 ] [ 46,310 ] [ 3.6 ] [ 46,310 ] [ 2.9 ] 
利 益 準 備 金  [ 1,566 ] [ 0.1 ] [ 1,131 ] [ 0.1 ] [ 1,301 ] [ 0.1 ] 
その他の剰余金  [ 239,329 ] [ 13.7 ] [ 193,363 ] [ 14.8 ] [ 214,968 ] [ 13.6 ] 
 任 意 積 立 金   207,422      164,422      164,422     
 中間(当期)未処分利益   31,907      28,941      50,546     
その他有価証券評価差額金 [ △ 209 ] [ △0.0 ] [ 483 ] [ 0.0 ] [ 231 ] [ 0.0 ] 
自 己 株 式 [ △  0 ] [ △0.0 ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] 
資  本  合  計  413,833   23.7   281,077   21.6   302,601   19.1  

負 債 ・ 資 本 合 計  1,742,525   100.0   1,302,221   100.0   1,586,409   100.0  
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（２）中間損益計算書 

（単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前会計期間 

( 自 平成13年 4月 1日至 平成13年 9月30日 ) ( 
自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日 ) ( 

自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日 ) 

期 別  

 

科 目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

     ％     ％     ％ 

営 業 収 益  [ 151,230 ] [ 100.0 ] [ 131,907 ] [ 100.0 ] [ 270,827 ] [ 100.0 ] 

 営 業 貸 付 金 利 息  ( 144,565 ) ( 95.6 ) ( 127,783 ) ( 96.9 ) ( 262,580 ) ( 97.0 ) 

 そ の 他 の金融収益  ( 119 ) ( 0.1 ) ( 148 ) ( 0.1 ) ( 338 ) ( 0.1 ) 

 預 金 利 息   17      25      96     

 有 価 証 券 利 息   －      0      0     

  貸 付 金 利 息   101      122      240     

  そ の 他   0      1      1     

 そ の 他 の営業収益  ( 6,545 ) ( 4.3 ) ( 3,975 ) ( 3.0 ) ( 7,908 ) ( 2.9 ) 

 不 動 産 売 上 高   2,509      －      40     

 サービス事業売上高   648      674      1,303     

 そ の 他   3,387      3,301      6,564     

営 業 費 用  [ 95,550 ] [ 63.2 ] [ 78,813 ] [ 59.7 ] [ 167,507 ] [ 61.9 ] 

 金 融 費 用  ( 16,684 ) ( 11.0 ) ( 13,706 ) ( 10.4 ) ( 28,682 ) ( 10.6 ) 

  支 払 利 息   10,632      10,316      20,656     

  そ の 他   6,051      3,389      8,025     

 売 上 原 価  ( 2,511 ) ( 1.7 ) ( 193 ) ( 0.1 ) ( 435 ) ( 0.2 ) 

 不 動 産 売 上 原 価   2,330      －      56     

 サービス事業売上原価   180      193      378     

 その他の営業費用  ( 76,355 ) ( 50.5 ) ( 64,913 ) ( 49.2 ) ( 138,389 ) ( 51.1 ) 

 広 告 宣 伝 費   10,233      7,943      17,042     

 支 払 手 数 料   5,298      6,047      10,462     

 貸 倒 損 失   －      －      2,174     

 貸倒引当金繰入額   27,556      20,285      45,115     

 役 員 報 酬   201      190      381     

 従業員給与手当等   8,939      8,392      16,693     

 従 業 員 賞 与 等   11      35      2,278     

 賞与引当金繰入額   2,483      2,307      2,192     

 役員退職慰労金引当金繰入額   55      33      66     

 福 利 厚 生 費   1,486      1,670      2,481     

 退 職 給 付 費 用   443      －      1,981     

 賃 借 料   3,871      4,248      8,293     

 地 代 家 賃   3,517      3,316      6,700     

 消 耗 品 費   739      556      1,166     

 修 繕 費   1,465      1,263      2,758     

 通 信 費   1,771      1,725      3,403     

 保 険 料   1,662      1,659      3,358     

 減 価 償 却 費   2,128      1,353      4,201     

 消 費 税 等   1,670      1,395      2,917     

 そ の 他   2,818      2,487      4,718     

営  業  利  益  55,680   36.8   53,094   40.3   103,319   38.1  
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当中間会計期間 前中間会計期間 前会計期間 

( 自 平成13年 4月 1日至 平成13年 9月30日 ) ( 
自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日 ) ( 

自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日 ) 

期 別  

 

科 目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

営 業 外 収 益  [ 2,114 ] [ 1.4 ] [ 562 ] [ 0.4 ] [ 1,726 ] [ 0.6 ] 

 貸 付 金 利 息   1,799      303      810     

 雑 収 入   314      259      915     

営 業 外 費 用  [ 6,251 ] [ 4.1 ] [ 1,467 ] [ 1.1 ] [ 1,673 ] [ 0.6 ] 

 貸倒引当金繰入額   1,332      1,162      1,060     

 新 株 発 行 費   4,234      －      －     

 雑 損 失   684      304      612     

経  常  利  益  51,542   34.1   52,189   39.6   103,372   38.2  

特 別 利 益  [ 230 ] [ 0.2 ] [ 114 ] [ 0.1 ] [ 76 ] [ 0.0 ] 

 貸倒引当金戻入額   230      114      76     

特 別 損 失  [ 421 ] [ 0.3 ] [ 4,458 ] [ 3.4 ] [ 10,973 ] [ 4.1 ] 

 固 定 資 産 売 却 損   －      －      1,551     

 固 定 資 産 除 却 損   266      121      314     

 リ ー ス 解 約 損   －      7      60     

 貸倒引当金繰入額   47      2,868      998     

 貸 倒 損 失   99      －      5,500     

 投資有価証券評価損   0      939      1,531     

 ゴルフ会員権評価損   8      25      26     

 退職給付会計変更時差異   －      495      991     

税引前中間(当期)純利益  51,352   34.0   47,846   36.3   92,475   34.1  

法人税、住民税及び事業税  22,759   15.1   22,689   17.2   45,011   16.6  

法 人 税 等 調 整 額  △ 1,333   △0.9   △  117   △0.1    1,048   0.4  

中 間 (当 期 )純 利 益  27,259   18.0   25,039   19.0   48,512   17.9  

前 期 繰 越 利 益  4,648      3,901      3,901     

中 間 配 当 額  －      －      1,697     

中間配当に伴う利益準備金積立額  －      －      169     

中間(当期)未処分利益  31,907      28,941      50,546     
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[中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

 

１． 資産の評価基準および評価方法 
(1) 有価証券  
  ① 子会社株式および 

関係会社株式         
移動平均法による原価法 

 ② その他有価証券  

 時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定しております。） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 
(2) デリバティブ 時価法 
(3) たな卸資産  
  ① 販売用不動産 個別法に基づく低価法 

なお、賃貸中のものについては、有形固定資産に準じて減価償却をおこなっております。 
 ② 仕掛不動産 個別法に基づく原価法 

 ③ 貯蔵品 最終仕入原価法 

   
２． 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建物および構築物 

機械装置および車両 
器具備品 

3～50年 
2～15年 
2～20年 

(2) 無形固定資産  
  ① ソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 ② その他 定額法 

(3) 長期前払費用 均等償却 
 

３． 繰延資産 
社債発行費 社債の償還期限内または商法に規定する最長期間（３年間）のいずれか短い期間で均等償

却しております。 
新株発行費 支出時に全額費用として処理しております。 
  

４． 引当金の計上基準  
(1) 貸倒引当金 営業貸付金等の債権の貸倒れに備えるため一般債権については貸倒実績率等を勘案し必要

と認められる額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期
間の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当会計期間末における退職給付債務および年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。 

(4) 役員退職慰労金引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づく中間会計期間末
要支給額を計上しております。 

 
５． 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務については、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。 

  
６． リース取引の処理方法  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。 
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７． ヘッジ会計の方法  
(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を充たす金利

スワップ取引およびキャップ取引につきましては、特例処理を採用しております。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 
ヘッジ対象 

金利キャップ取引および金利スワップ取引 
市場金利等の変動によりキャッシュ・フローが変動するもの（変動金利の借入金および社
債） 

(3) ヘッジ方針 総調達に占める固定金利建て調達の比率を一定の割合に維持するものであります。 
(4) ヘッジの有効性評価の方法 過去10年間の変動の累計を比率分析する方法により有効性の判断をおこなっております。 

  
８． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
(1) 営業貸付金利息 営業貸付金利息は発生基準により計上しております。なお、「営業貸付金」にかかる「未

収利息」については、利息制限法利率または当社約定利率のいずれか低い方により計上し
ております。 

(2) 借入金に対する利息の会計処理 借入金に対する利息については、金融債権に対する部分を「営業費用」の金融費用とし、
その他のものを「営業外費用」の支払利息として処理しております。 

(3) 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式とし、未払消費税等 82百万円を「流動負債」の「その
他」に含めて表示しております。ただし、固定資産にかかる控除対象外消費税等は、「投
資その他の資産」の「その他」に計上し、５年間で均等償却しております。 
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注記事項 

 

[中間貸借対照表関係] 

   当中間会計期間末  前中間会計期間末  前 会 計 期 間 末 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 20,993百万円  18,519百万円  19,569百万円 
２． 担保に供している資産およびその対応する債務     
(１) 担保に供している資産      

 預 金  －百万円  750百万円  －百万円 
 営 業 貸 付 金  501,868百万円  378,157百万円  522,867百万円 
 有形固定資産（土 地）  7,472百万円  10,538百万円  7,472百万円 
 有形固定資産（その他）  2,241百万円  3,193百万円  2,301百万円 
 投 資 そ の 他 の 資 産  146百万円  144百万円  136百万円 
 計  511,728百万円  392,784百万円  532,777百万円 
       

(２) 対応する債務      
  短 期 借 入 金  500百万円  500百万円  500百万円 
  一年以内返済予定長期借入金  181,876百万円  135,838百万円  168,228百万円 
  長 期 借 入 金  255,401百万円  205,290百万円  287,737百万円 
  計  437,777百万円  341,629百万円  456,466百万円 
 上記の他、短期借入金 2,000百万円、一年以内返済予定長期借入金 58,205百万円、長期借入金 75,996百万円の合計

136,202百万円については、借入先からの要求があれば営業貸付金を担保として提供する契約を結んでおります。ま
た、スワップ取引の担保として預金等 4,367百万円を差入れております。 

  
３． 保証債務 
 提携金融機関がおこなっている

個人向けローンに係る顧客 
 858百万円  －百万円  394百万円 

     
４． 不良債権の状況     
 営業貸付金および破産・更生債権等のうち、不良債権の状況は次のとおりであります。 
 当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 会 計 期 間 末 
 

 
 無担保 
 ローン 

 無担保 
 ローン以外 

 計 
無担保 
ローン 

無担保 
ローン以外 

計 
無担保 
ローン 

無担保 
ローン以外 

計 

 
破綻先債権 

百万円 

  391 
百万円 

 15,207 
百万円 

15,598 
百万円 

  －  
百万円 

15,045 
百万円 

15,045 
百万円 

  －  
百万円 

13,058 
百万円 

13,058 
 
 

延 滞 債 権  8,849 12,984 21,834 8,897 8,738 17,635 9,305 10,831 20,136 

 ３ヵ月以上 
延 滞 債 権 

 6,636 1,963 8,600 5,141 1,333 6,475 5,205 1,669 6,874 

 貸 出 条 件 
緩 和 債 権 

 25,846   23 25,870 21,723 32 21,755 23,777    36 23,814 

 
 

計  41,723 30,180 71,904 35,761 25,150 60,912 38,287 25,595 63,883 

 なお、上記それぞれの概念は次のとおりであります。 
 【 破 綻 先 債 権 】     
 破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続し、未収利息を計上しなかった貸付金のうち、法人税

法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由
が生じている債権であります。なお、破産・更生債権等につきましては、債権の個別評価による回収不能見込額相当
額の貸倒引当金を計上しております。 

 【 延 滞 債 権 】     
 延滞債権とは、破綻先債権以外の未収利息不計上貸付金であります。ただし、債務者の経営再建または支援をはかる

ことを目的として、金利の減免や長期分割などによって、債務者に有利となる取り決めをおこなった債権のうち定期
的に入金されているものを除きます。 

 【３ヵ月以上延滞債権】     
 ３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している営業貸付金であ

り、破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。 
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 【 貸 出 条 件 緩 和 債 権 】     
 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援をはかることを目的として、金利の減免や長期分割などによっ

て、債務者に有利となる取り決めをおこなった債権のうち、定期的に入金されている営業貸付金であり、破綻先債
権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

  
５． 当中間会計期間における新株式の発行 
 発 行 数 8,500,000株  
 資 本 金 増 加 額 43,528百万円  
 資 本 準 備 金 増 加 額 43,520百万円  
 

 [リース取引関係] 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末（期末）残高相当額 
  
    当中間会計期間末  前中間会計期間末  前会計期間末 
    

取 得 価 額 

相 当 額 
 
減 価 償 却 

累計額相当額 
 
当中間期末 

残高相当額 
 
取 得 価 額 

相 当 額 
 
減 価 償 却 

累計額相当額 
 
前中間期末 

残高相当額 
 
取 得 価 額 

相 当 額 
 
減 価 償 却 

累計額相当額 
 
前期末残高 

相 当 額 

    百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円 百万円  百万円  百万円 

  車 両  238  113  125  146  68  77 211  98  113 

  器 具 備 品  23,261  15,898  7,362  24,131  16,667  7,463 25,516  18,835  6,680 

  合 計  23,499  16,011  7,487  24,277  16,736  7,540 25,727  18,933  6,793 

                    

２． 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 
  １ 年 以 内    4,530百万円    4,841百万円    4,390百万円 

  １ 年 超    5,657百万円    5,674百万円    5,138百万円 

  合 計    10,187百万円    10,516百万円    9,528百万円 

                     

３． 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
  支払ﾘｰｽ料    2,770百万円    3,146百万円    6,117百万円 

  減価償却費相当額    2,545百万円    2,782百万円    5,359百万円 

  支払利息相当額    169百万円    209百万円    387百万円 

               

４． 減価償却費相当額の算出方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする級数法によっております。 
   
５． 利息相当額の算出方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。 
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２．営 業 実 績 

（１）営業収益                                       （単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前会計期間末 

( 自 平成13年 4月 1日 至 平成13年 9月30日 ) ( 
自 平成12年 4月 1日 
至 平成12年 9月30日 ) ( 

自 平成12年 4月 1日 
至 平成13年 3月31日 ) 

期 別  

 

項 目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

営業貸付金利息 無担保ローン 122,530 81.0    109,919 83.3 224,718 83.0 

 有担保ローン 20,256 13.4     16,444 12.5 34,974 12.9 

 事業者ローン 1,779 1.2      1,418 1.1 2,888 1.1 

 小 計 144,565 95.6    127,783 96.9 262,580 97.0 

その他の金融収益 預 金 利 息 17 0.0         25 0.0 96 0.0 

 有価証券利息 － －          0 0.0 0 0.0 

 貸 付 金 利 息 101 0.1        122 0.1 240 0.1 

 そ の 他 0 0.0          1 0.0 1 0.0 

 小 計 119 0.1        148 0.1 338 0.1 

その他の営業収益 不動産売上高 2,509 1.7         － － 40 0.0 

 サービス事業売上高 648 0.4        674 0.5 1,303 0.5 

 償却債権回収額 1,840 1.2      1,703 1.3 3,325 1.2 

 そ の 他 1,547 1.0      1,597 1.2 3,239 1.2 

 小 計 6,545 4.3      3,975 3.0 7,908 2.9 

合         計 151,230 100.0    131,907 100.0 270,827 100.0 

 （注）「その他の営業収益」の「その他」は、事務手数料収入および不動産賃貸収入等であります。 

 

（２）その他の指標                                     （単位：百万円） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前会計期間末 期 別  

 項 目 (平成13年 9月30日現在) (平成12年 9月30日現在) (平成13年 3月31日現在) 

営 業 貸 付 金 残 高 （ 1,245,308 ） （ 1,075,892 ） （ 1,159,734 ） 

 無 担 保 ロ ー ン  976,839   862,120   921,891  

 有 担 保 ロ ー ン  253,587   203,290   225,644  

 事 業 者 ロ ー ン  14,882   10,481   12,198  

口 座 数 （口） （ 2,206,509 ） （ 2,045,770 ） （ 2,121,446 ） 

 無 担 保 ロ ー ン  2,125,824   1,981,342   2,050,299  

 有 担 保 ロ ー ン  68,354   55,922   60,976  

 事 業 者 ロ ー ン  12,331   8,506   10,171  

店 舗 数 （店） （ 1,593 ） （ 1,441 ） （ 1,542 ） 

 営業店舗（有人）  541   536   538  

 営業店舗（無人）  1,036   888   987  

 担保ローン専門店舗  4   4   4  

 外 食 事 業 店 舗  9   10   10  

 カラオケ事業店舗  3   3   3  

自 動 契 約 受 付 機 （台） （ 1,574 ） （ 1,420 ） （ 1,522 ） 

Ａ Ｔ Ｍ 台 数 （台） （ 26,565 ） （ 18,173 ） （ 22,021 ） 

 自 社 分  1,680   1,552   1,646  

 提 携 分  24,885   16,621   20,375  

社 員 数 （人）  3,666   3,468   3,477  

貸 倒 償 却 額  23,730   18,507   39,799  

貸 倒 引 当 金  65,428   59,231   60,943  

１株当たり中間(当期)純利益 （円）  314.79   295.85   572.38  

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円）  4,431.91   3,311.63   3,565.21  

（注）営業貸付金残高・口座数は、破産・更生債権等を含んでおりません。 

貸倒償却額は、破産・更生債権等の貸倒額、当中間会計期間 360百万円、前中間会計期間 3,184百万円、前会計期

間 5,347百万円を含んでおりません。 
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３．役 員 の 異 動 

  平成13年10月１日付 

氏     名 新 委 嘱 業 務 前 委 嘱 業 務 

取締役 阿部 浩 取締役  情報システム部 担当 取締役  人事本部副本部長  

 


